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1.はじめに
　われわれは、1988年に「生活環境研究会」を設
立し、社会調査データを用いた環境問題の研究
を続けてきた。宮城県仙台市を主な対象地とし
て実施してきた廃棄物問題を中心とする調査で
は、廃棄物の分別や排出は世帯ごとに行われる
ことから、世帯単位で対象を抽出し、世帯内の
主な家事担当者に回答を求めてきた（海野 2006
など）。
　現在は、これまでの成果を踏まえ、環境問題
全般を主題とする全国的な継続調査の実施を目
指すプロジェクトに取り組んでいる。そのため、
環境配慮行動や環境意識のどのような側面をど
のように測定すべきか、また世帯ではなく個人
を対象として調査を行ううえで、その属性や関
連する社会意識として何を取り上げるのかを検
討することが課題となっている。
　「環境問題に関する意識と行動：2023年全国

Web調査」はこの取り組みの1つである⑴。われ
われが従来の調査で使用してきた質問と他の社
会調査を参考に新たに作成した質問を織り交ぜ
て比較検討できるよう、異なる2つの調査票を
作成し、それぞれを用いたWeb調査を同時に実
施した。
　ここでは、この調査から得られた結果のうち、
環境意識や環境配慮行動の近年の傾向について
紹介する。

2.調査の概要
　2023年3月4日（土）から、2つのWeb調査を
実施した。それぞれ2023年1月1日時点におけ
る性別・年齢・都道府県の人口を基準に割り付
けた全国の18歳から79歳までの2,500人ずつ（合
計5,000人）を対象としている。2つの調査の調
査票には、双方に用いた共通の質問と、比較の
ため一方のみに用いた質問がある。



－ 2 －

－ 6974 － 中央調査報　No.796・令和 6年2月10日発行　■

　なお、われわれは、2015年にも篠木が中心と
なり全国で2,500人を対象とするWeb調査を実
施している。この2015年調査と共通の質問で
は、2時点の比較を行う（2015年調査も、今回
の2023年調査も、中央調査社に委託し同じ方法
で実施したものである）。
　以下の図表における％の基数は、2023年の2
つの調査に共通の質問では5,000人、一方の調
査票だけの質問（n=2,500と記した）と2015年
の調査では2,500人である。

3.環境問題の位置づけ
　現代社会のさまざまな問題の中で、環境問題
はどのように位置づけられるのだろうか。
　「今後10年の日本のことを考えたとき、以下
の問題はどのくらい重要だと思いますか。それ
ぞれについて、当てはまるものを１つ選んでく
ださい。」と尋ねた。
　図1は、今回（2023年）の調査と2015年調査
の回答のうち「非常に重要である」の比率を、今
回の調査で「非常に重要である」との回答が多
かった順に並べたものである。【環境問題】は
2015年より2ポイント増えて49％であった。また、
半数以上の回答者が「非常に重要」としたのは【経
済問題】、【医療・福祉】で、【経済問題】は5ポイ
ント増、【医療・福祉】は3ポイント減である。【教

育問題】、【治安問題】、【労働問題】、【貧困問題】
では「非常に重要である」が4割前後を占めてい
る。2015年調査では尋ねておらず今回の調査で
採用した【防衛問題】は4割で、これらと並んで
いる。【移民問題】を重要と考える回答者は、前
回も今回も2割程度と少なかった。
　この質問からは、人びとの意識のなかで、さま
ざまな問題の重要性は大きく変わってはおらず、
環境問題の位置づけもほぼ同じように見える。
　それでは環境問題の中では、何が重大なもの
と認識されているのだろうか。図2に示したの
は、７つの環境問題について、それぞれの重大
性を「非常に重大である」から「まったく重大で
はない」の４段階で評価してもらった回答である

（2023年調査のみ）。この図も「非常に重大であ
る」という回答が多い順に項目を並べている。【地
球温暖化】が最も重大な問題と考えられている

（「非常に重大」が54％）。また、【天然資源の枯渇】
（44％）、【放射性廃棄物】（43％）、【大気汚染】
（39％）、【水質汚染】（39％）なども、「非常に重
大である」が4割前後となっている。
　一方、【家庭ごみの処理】、【化学薬品や農薬に
よる中毒や汚染】の場合は、「非常に重大」は3分
の1程度とやや少なくなる。
　ただし、これらも含めてすべての項目で「非常
に重大」と「やや重大である」を合計すれば8割を
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越えており、どの環境問題も重大と認識されて
いるといえる。

4.環境配慮行動の実行状況
　では、環境配慮行動の実行度はどうか。ごみ
減量・資源化行動（●印）と省エネルギーなどの
全般的な環境配慮行動（◇印）の実施状況を見て
みよう（図3）。ここでは、今回の2023年調査と

2015年調査で共通の項目について、今回の調査
で実行度が高かったものから順に並べている。
いちばん高かったのは【マイバッグ持参】の83％、
使っていない場所の【電灯の消灯】が80％、ごみ
の【ポイ捨てをしない】が76％、【冷暖房の抑制】
が67％と続く。これらの４項目は３人に２人以
上が実行していた。日々実施する機会があり、
習慣化することによって手間感が小さくなる可
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能性のある行動や、お金の節約にもつながる行
動は実施されやすいと考えられる。
　【不要な包装を断る】、【マイボトルの持参】、【直
せるうちは修理】、【生ごみの水切り】などのごみ
減量・資源化につながる行動の実行度は半数程
度である。
　その他の行動の実行度は30％以下である。【地
域清掃活動】、【環境イベント参加】、【自然の中
で過ごす】といった実際の参加や活動を伴うも
の、【生ごみの肥料化】、【エコマーク商品購入】、

【トレイ包装野菜（を）買わない】、【環境配慮洗剤
（の使用）】といったお金や手間ひまがかかること
は実行のハードルが高いと考えられる。
　また、この図で顕著なのは、2015年からの実
行度の低下である。【マイバッグ持参】は82％と
83%でほとんど変わらなかったものの、それ以
外の行動の実行率は軒並み低下している。【生ご
みの水切り】は34ポイント、【直せるうちは修理】

は32ポイント、【地産地消】が29ポイントなど、
約30ポイント下がった項目もある。
　プラスチック製レジ袋が2020年7月1日から
全国で有料化されたこともあり買い物時にマイ
バッグを持参することは定着した一方で、ルー
ルが設けられていない行動は実行されなくなっ
た可能性がある。
　環境配慮行動の実行には、さまざまな要因が
あるが、他の人びとの行動についての認識もそ
の1つとなりうる。社会の中で何割の人が環境
配慮行動を実行していると回答者が考えている
のかを見てみると、ごみ減量に関して（図4）、
今回も2015年調査も、5割の人がごみ減量に取
り組んでいると考えている人が最も多く、6 ～ 7
割が取り組んでいると思っている人が次に多い。
しかし、6割以上の他者が取り組んでいると思う
人は、2015年調査では50％を占めていたのに対
して、2023年には43％と減少している。
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　温暖化防止（図5）に関しても、ごみ減量と同
様に5割の人が温暖化防止に取り組んでいると
考えている人が最も多く、5割を中心におおむね
左右対称の分布になっている。6割以上が実施
しているとの回答は、2015年は29％、2023年
は32％と2時点間でほとんど変わらなかったが、
ごみ減量行動に比べると、他者の実行を低く見
積もっていることがわかる。
　以上より、ほとんどの環境配慮行動の実行度
が低下していること、また同時に、他の人もあ
まり実行していないと認識する人びとが増える
傾向にあることが確認できる。

5.エネルギー政策と原子力発電
　地球温暖化防止のため化石燃料の使用を削減
することが求められている。経済産業省によると、
日本の電源構成は、2019年度時点で化石燃料が

76％（石油等7％、石炭32％、LNG37％）、非
化石燃料が24％（原子力6％、再エネ 18％）となっ
ているが、2030年度には化石燃料が41％（石油
等2％、石炭19％、LNG20％）、非化石燃料は
59％（原子力20 ～ 22％、 再エネ36 ～ 38％、水素・
アンモニア1％）となる見通しである。この情報
を提示したうえで、回答者に電力をどのようにま
かなっていくのがよいと思うかを尋ねた（図6）。
　最も多いのは「再生可能エネルギーの割合を増
やしていく」の45％で、「再生可能エネルギーの
割合を最大限、増やしていく」の33％と合わせて
8割弱の回答者が再生可能エネルギーを増やす
のが望ましいと答えた。原子力発電を増やすの
がよいという回答は2割強にとどまっている。
  さらに、エネルギー政策を考える際の論点を7
つ挙げ、それぞれをどのくらい重視すべきかを
尋ねた。図7は、「特に重視すべき」という回答

20 

21 

24 

30 

31 

32 

41 

50 

40 

51 

45 

45 

47 

40 

25 

33 

21 

20 

18 

18 

15 

5 

5 

4 

4 

6 

4 

4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術の発展継承

価格

環境への影響

将来世代の負担

温暖化抑制

安定供給

安全性

特に重視すべき 重視すべき ある程度は重視すべき それほど重視しなくてよい

図7　エネルギー政策で重視すべきこと（2023年調査）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

再エネ最大限 再エネ増やす 原発電増やす 原発電最大限

33 45 15 7 

図6　電源構成に関する意向（2023年調査）



－ 6 －

－ 6978 － 中央調査報　No.796・令和 6年2月10日発行　■

が多い順に並べたものである。
　これによると、【安全性】を「特に重視すべき」
という回答者が4割を超えている。また、【安定
供給】、【温暖化抑制】、【将来世代の負担】は3割
程度、【（身近な）環境への影響】は4分の1にと
どまる。ここまでは「重視すべき」も合わせると
4分の3以上の回答者が重要視していることにな
る。【価格（が安いこと）】と【技術の発展継承】は

「特に重視すべき」との回答は2割にとどまってお
り、【価格】は他の項目に比べると「ある程度は重
視すべき」という弱い支持が多くなっている。
　科学技術は、私たちの生活環境に大きな変化
をもたらしてきた。科学技術の利便性を享受す
ることによって問題が軽減される場合がある一
方で、さまざまな副作用があることを私たちは
知っている。回答者が科学技術に対してどのよ
うな意識を持っているのかを尋ねた（図8）。
　まず、今回の2023年調査においては、【科学
技術は人間がコントロールしきれるものではな
い】という意見に賛意を示すのは、全体で6割弱
であるが、2015年調査に比べると大幅に減少し
ている。また、【科学技術の利便性を享受するに
は、ある程度のリスクを受容しなければならな
い】という意見には7割の人が賛意を示している
が、この問いについても、2015年調査と比べて
１割ほど減少している。2つの項目から、人びと
の意識が「科学技術は人間がコントロールでき
る」「リスクは小さい」という方向に傾いている
ことが示唆される。

　それでは、原子力発電については、意識の変
化は見られるだろうか。原発のコストについて、

【意見Ａ：原子力発電はコストが低い。原発を廃
止すれば電気料金が高くなる。】、【意見Ｂ：原子
力発電が低コストに見えるのは、事故時の被害
を過小評価しているからだ。】という2つの意見
を提示し、どちらの意見に近いかを４選択肢で
答えてもらった。図9に示したように、原発の
経済性を評価する意見Aに近い回答者は半数強

（52％）、意見Ｂに近い回答者は半数弱（49％）だっ
た。2015年調査と比べると、意見Aに近い回答
者が10ポイントほど増えていることが分かる。
　原発の安全性については、【意見Ａ：福島原発
事故の教訓を踏まえた世界一厳しい基準を満た
すのだから、今後の原発は安全だ。】、【意見Ｂ：
基準がいくら厳しくても想定外のことは起こり
うるので、今後の原発も絶対安全だとは言えな
い。】の２つの意見を提示し、選好を尋ねた。原
発の安全性に否定的な回答者は7割（71％）で、
半数をはるかに超える人が原発は絶対に安全だ
とは考えていない。しかし、それでも、2015年
調査における否定的回答者（77％）からは減って
いる。
　この2つの意識は、概念としては独立のものだ
が、非常に相関が高く、原発が経済的だと思う
人ほど、原発は安全だと考える傾向にある。また、
2015年との比較では、近年「原発は経済的である」

「原発は安全だ」と認識する人びとが増えつつあ
る。2011年の東日本大震災による福島原発の爆
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発事故からの時間が経過するに伴い危機感が薄
れつつあることがわかる。

6.おわりに
　以上、2023年のWeb調査の回答を2015年と
比較しながら、近年の環境意識や環境配慮行動
の傾向について整理した。
　環境問題が重要と考える割合は低下しておら
ず、地球温暖化をはじめ、多くの環境問題が重
大な問題として認識されている。しかし、この2
時点の間にほとんどの環境配慮行動の実行度が
低下している。
　また、再生可能エネルギーを増やすのがよい
と考える人は8割を占めており、エネルギー政
策でも安全性を重視すべきという回答が最も多
かった。原発の安全性を否定する回答も7割を
占めている。ただし、安全性を明確に否定する
回答は大幅に減少し、科学技術にリスクが伴う
という認識も薄れる傾向にあった。
　Web調査にはサンプルの代表性などの課題が
あるが、同じ方法による同程度の規模の調査を
実施して比較したことで、こうした変化を把握

できた点には一定の意義があるだろう。
　われわれは現在（2024年1月下旬から）、この
Web調査の分析を継続しながら、その成果を取
り入れて改善した調査票を用いた調査を実施し
ている。小松が中心になって行っている全国の
無作為抽出標本に対する郵送留め置き調査（「環
境問題に関する意識と行動：2024年全国調査」）
である。
　今後は、この取り組みを通して、環境意識と
環境配慮行動のより適切な測定方法を模索する
とともに、今回示したような変化の背景やそこ
にある意識と行動のメカニズムをさらに検討し
ていく予定である。

注：⑴本研究は、JSPS科研費21H00766の
助成を受けたものである。

引用文献
海野道郎，2006，「家庭廃棄物（ごみ）に対する
　　住民の意識と行動」『中央調査報』588: 1-5．
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意見A：原子力発電はコストが低い。原発を廃止すれば電気料金が高くなる。
意見B：原子力発電が低コストに見えるのは、事故時の被害を過小評価しているからだ。

意見A：福島原発事故の教訓を踏まえた世界一厳しい基準を満たすのだから、今後の原発は安全だ。
意見B：基準がいくら厳しくても想定外のことは起こりうるので、今後の原発も絶対安全だとは言えない。
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図9　原発のコストに対する意識

図10　原発の安全性に対する意識
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1月の時事世論調査
１月の時事世論調査によると、

岸田内閣の支持率は前月から1.5
ポイント増の18.6％、不支持率
は4.2ポイント減の54.0％だっ
た。政権維持の「危険水域」であ
る支持率２割台が６カ月続いて
いる。

調査は全国18歳以上の男女
1,987人を対象として１月12日
から15日に実施、有効回収（率）
は1,191（59.9％）だった。今回
は能登半島地震の被災地である
石川県を調査地域から除外した。

この時期の国内の動きは、
大谷選手、ドジャースへ移籍：

米大リーグの大谷翔平選手がド
ジャースへの移籍を明らかにし
た。契約は破格の10年７億ドル

（約1015億円）で史上最高、ド
ジャースは移籍先として本命視
されていた（12月10日）。
安倍派閣僚を交代：自民党安

倍派による政治資金パーティー
収入の裏金化疑惑を巡り、岸田
首相は松野博一官房長官に加え、
高木毅国対委員長、西村康稔経
済産業相、鈴木淳司総務相、宮
下一郎農林水産相を交代させた

（12月14日）。
ダイハツ、全車種を出荷停止：

ダイハツ工業は車両の認証試験
を巡る不正問題で、国内外すべ
ての車両の出荷を全て一時停止
すると発表した。第三者委員会
の調査で不正箇所が拡大したこ
とを受けた措置（12月14日）。
石川県能登地方で大震災：石

川県能登地方を震源とするマグ
ニチュード7.6の地震が発生し
た。最大震度は７で東日本大震
災以来の大津波警報が発令され
た。能登半島全域で甚大な被害

に参加しないと表明した。既存
加盟国へ書簡で通知、中国との
関係悪化も指摘されている（12
月29日）。
商船攻撃停止を要求：紅海で

商船への攻撃を重ねるイエメン
の親イラン反政府武装組織フー
シを非難する共同声明を、日米
欧などの13カ国共同で発表した。
昨年秋のイスラエルとハマスの
衝突以降、紅海周辺ではフーシ
による商船襲撃が続いている（1
月4日）。

政党支持率　自民 党の支 持
率は前月から3.7ポイント減の
14.6％だった。自民党が下野し
た時期を除き、調査開始以来の
最低値となった。以下、立憲民
主党は0.9ポイント減の3.5％、
日本維新の会は0.6ポイント増の
3.8％、公明党は0.3ポイント増
の3.1％、共産党は1.9％で変わ
らず、国民民主党は0.2ポイント
増の1.3％だった。支持政党なし
は4.3ポイント増の66.8％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 か ら1.9ポ イ ン ト 増 の
8.3％、「悪くなった」は4.1ポイ
ント減の34.8％だった。時事世
論景気指数は前月から15ポイン
ト増の83となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は0.6ポイント
増の3.5％、「苦しくなった」は4.0
ポイント減の37.5％となった。

が発生、災害関連を含め200人
以上の死者が確認されている（1
月1日）。
羽田空港で衝突事故：東京・

羽田空港のC滑走路で、到着し
た日本航空機と滑走路上の海上
保安庁機が衝突し、双方が炎上
した。日航機の乗員乗客379人は
全員脱出したが、海保機は機長
を除く５人が死亡した（1月2日）。
北九州で火災：北九州市小倉

北区魚町の飲食店から出火し、
周辺に燃え広がった。今回の火
災地域は小倉駅近くの鳥町食道
街、同区内の「旦過市場」は2022
年に２度の大規模火災が発生し
ている（1月3日）。
芸能活動を当面休止：吉本興

業はお笑いコンビ「ダウンタウ
ン」の松本人志さんが芸能活動を
休止すると発表した。報道され
ている記事等を巡る裁判に注力
したいとの意向を示されたとい
う（1月8日）。

国外では、
ゼレンスキー大統領訪米：ウ

クライナのゼレンスキー大統領
が訪米、ワシントンの国防大学
で演説した翌日にはバイデン米
大統領と会談した。引き続きの
支援を強く求めたが、米議会で
は共和党を中心にウクライナ支
援への懐疑論が強まっている（12
月12、13日）。
クウェート首長、死去：日本の

主要原油輸入先である中東産油
国クウェートのナワフ・アハマド・
サバハ首長が死去した。86歳だっ
た。同氏は親日家として知られる
兄のサバハ氏の後を継いで2020
年９月に即位した（12月16日）。
エチオピア、債務不履行に：

東アフリカのエチオピアは、国
債の利払いができなくなる債務
不履行（デフォルト）に陥った。
コロナ禍以降、アフリカの国々
では財政状況が悪化しており、
デフォルト状態となったのはザ
ンビア、ガーナに続き３カ国目

（12月25日）。
アルゼンチン、BRICSに不参
加：南米アルゼンチンのミレイ
大統領は、新興５カ国（BRICS）

◇  告　知　板
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